
熊本県水防計画書（令和４年度修正）　新旧対照表

修正理由

【　本　編　】 【　本　編　】

第 １ 章       総　　 則 第 １ 章       総　　 則

第 ２ 節    用 語 の 定 義 第 ２ 節    水 防 の 責 任 等

（略） （略）

  (新規）   (５)  消防機関の長

        消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置かない市町村に

　　　⑮　避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への      あっては消防団の長をいう（法第２条第５項）。

  (新規）   (６)  水防団

        法第６条に規定する水防団をいう。

  (新規）   (７)  洪水予報河川

        国土交通大臣が、流域面積が大きい河川で、洪水により国民経済上重大又は

      相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定したそれがあると認めて指定し

      た河川。国土交通大臣は、洪水予報河川について、気象庁長官と共同して、洪

      水のおそれの状況を基準地点の水位又は流量を示して洪水の予報等を行う（法

      第１０条第２項、法第１１条第１項、気象業務法（昭和２７年法律第１６５号

      ）第１４条の２第２項及び第３項）。

  (５)  水防警報   (８)  水防警報

        国土交通大臣又は県知事が、洪水、高潮又は津波により（追記）重大な損         国土交通大臣又は県知事が、洪水、高潮又は津波により国民経済上重大な損

　　　害を生ずるおそれがあると認めて指定した河川等について、　　　（追記） 　　　害を生ずるおそれがあると認めて指定した河川等について、洪水、高潮又は津

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水防を行う必要がある旨を警告し 　　　波によって災害が起こるおそれがあるとき、水防を行う必要がある旨を警告し

      て行う発表をいう（法第２条第８項、法第１６条）。       て行う発表をいう（法第２条第８項、法第１６条）。

  (新規）   (９)  水位周知河川

        国土交通大臣又は県知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国民経済

　　　上従来又は相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定した河川。国土交通

　　　大臣又は都道府県知事は、水位周知河川について、当該河川の水位があらかじ

      め定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき、水位又は流量を示

　　　して通知及び周知を行う（法第１３条）。

  (新規）   (10)  水位到達情報

        水位到達情報とは、水位周知河川において、あらかじめ定めた氾濫危険水位

　　　（洪水特別警戒水位）への到達に関する情報のほか、水位周知河川においては

　　　氾濫注意水位（警戒水位）、避難判断水位への到達情報、または氾濫発生情報

　　　のことをいう。

現　　行 新　（令和４年度修正）

「水防計画作成の
手引き」（国土交
通省）を踏まえた
修正
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修正理由現　　行 新　（令和４年度修正）

  (６)  水防団待機水位（通報水位）   (11)  水防団待機水位（通報水位）

（略） （略）

  (７)  氾濫注意水位（警戒水位）   (12)  氾濫注意水位（警戒水位）

（略） （略）

  (８)  避難判断水位   (13)  避難判断水位

（略） （略）

  (９)  氾濫危険水位   (14)  氾濫危険水位

（略） （略）

  (新規）   (15)  洪水特別警戒水位

        法第１３条第１項及び第２項に定める洪水による災害の発生を特に警戒すべ

　　　き水位。氾濫危険水位に相当する。国土交通大臣または知事は、指定した水位

　　　周知河川においてこの水位に到達したときは、水位到達情報を発表しなければ

　　　ならない。

  (10)  重要水防箇所（重要水防区域）   (16)  重要水防箇所（重要水防区域）

（略） （略）

  (11)  洪水浸水想定区域   (17)  洪水浸水想定区域

（略） （略）

  (12)  水防協力団体   (18)  水防協力団体

（略） （略）

 （13）浸水被害軽減地区  （19）浸水被害軽減地区

（略） （略）

第 ３ 節     水 防 の 責 任 等 第 ３ 節     水 防 の 責 任 等

（略） （略）

 （２） 水防管理団体の責任  （２） 水防管理団体の責任

（略） （略）

　　　⑮　避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への 　　　⑮　避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への

　　　　必要な指示、指示に従わなかった旨の公表　　　　　　　　　　　（追記） 　　　　必要な指示、指示に従わなかった旨の公表。要配慮者利用施設の所有者又は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（追記） 　　　　管理者より報告を受けた避難確保計画及び避難訓練の結果についての助言・

　　　　　　（法第15条の３） 　　　　勧告（法第15条の３）

（略） （略）

  (４)  居住者等の義務   (４)  居住者等の義務

        居住者等は水防管理者、消防機関の長より要請があった場合は直ちに協力し       ①  水防への従事（法第２４条）

      、水防に従事しなければならない。（水防法第２４条）       ②  水防通信への協力（法第２７条）

（略） （略）

水防法の改正に伴
う修正
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修正理由現　　行 新　（令和４年度修正）

  (新規） 　　　津波における留意事項第 ４ 節   津波における留意事項

　津波は、発生地点から当該沿岸までの距離に応じて‘遠地津波’と‘近地津波’に

分類して考えられる。遠地津波の場合は、原因となる地震発生からある程度時間が経

過した後、津波が襲来する。近地津波の場合は、原因となる地震発生から短時間のう

ちに津波が襲来する。従って、水防活動及び水防団員自身の避難に利用可能な時間は

異なる。


　遠地津波で襲来まで時間がある場合は、正確な情報収集、水防活動、避難誘導等が

可能なことがある。しかし、近地津波で、かつ安全な避難場所までの所要時間がかか

る場合は、水防団員自身の避難以外の行動が取れないことが多い。


　従って、あくまでも水防団員自身の避難時間を確保したうえで、避難誘導や水防活

動を実施しなければならない。

第 ５ 章   洪 水 予 報・水 防 警 報　等 第 ５ 章   洪 水 予 報・水 位 到 達 情 報・水 防 警 報

（略） （略）

第 １ 節　   洪 水 予 報 河 川 に お け る 洪 水 予 報　等 第 １ 節　   洪 水 予 報 河 川 に お け る 洪 水 予 報

  (１)  国土交通大臣が発表する洪水予報及び水位情報   (１)  国が行う洪水予報

        水防法第１０条第２項及び気象業務法第１４条の２第２項に基づき、国土交         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（削除）

      通省と気象庁（熊本地方気象台）が共同して行う洪水予報について、水防本部       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　水防本部

      長は、　　　　　 　　　　（追記）　　 　　　　　　国土交通大臣から、洪       長は、国土交通大臣が指定した洪水予報河川について、国　（削除）から　洪

      水予報の通知を受けたときは、直ちに関係水防区本部長及び関係水防管理者に       水予報の通知を受けたときは、直ちに関係水防区本部長及び関係水防管理者に

    　通報するとともに、確実を期すため、着信確認を行うものとする。     　通知するとともに、確実を期すため、着信確認を行うものとする。

　 　 ①  洪水予報の種類と発表基準 　　　①　通知する情報の種類、基本的な発表基準は、次のとおりである。

　　　　　洪水予報の種類と発表基準については、次のとおりである。 　　　　

（略） （略）

      ②　洪水予報河川と実施区間       ②　洪水予報河川と実施区間は、資料編【Ⅲ-３-①】のとおり。

          洪水予報河川と実施区間については、資料編【Ⅲ-３】のとおり。

      (新規） 　　　③　洪水予報の対象となる基準水位観測所及び設定水位は、資料編【Ⅲ-３-②

        】のとおり。

      ④　水位周知河川       (削除)

　　　　　 　　水防法第１３条第１項に基づき、国土交通大臣が水位情報〔特別警戒水位（氾濫

　　　　　　危険水位）〕の通知を行う河川については、資料編【Ⅲ-５】のとおり。

「水防計画作成の
手引き」（国土交
通省）を踏まえた
修正
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修正理由現　　行 新　（令和４年度修正）

（新規） 第 ２ 節    水 位 周 知 河 川 に お け る 水 位 到 達 情 報

  (１)  国土交通大臣が行う水位到達情報の通知

      　水防本部長は、国土交通大臣が指定した水位周知河川について、国土交通

      大臣から水位到達情報の通知を受けたときは、直ちに関係水防区本部長及び

      関係水防管理者に通知するとともに、確実を期すため、着信確認を行うもの

      とする。

　　　①　通知する情報の種類、基本的な発表基準は、次のとおり。

      ②　国が水位到達情報の通知を行う河川（水位周知河川）と実施区間は、資料

　　　　編【Ⅲ-５-①】のとおり。

　　　③　水位到達情報の通知の対象となる基準水位観測所及び設定水位は、資料編

　　　　【Ⅲ-５-②（新規）】のとおり。

      ④  伝達系統図及び水位到達情報の通知文例は、資料編【Ⅲ-５-③（新規）】

　　　　　　　のとおり。

  (２)  知事が行う水位到達情報の通知

        水防区本部長は、知事が指定した水位周知河川について、水位が氾濫危険水

      位（洪水特別警戒水位）等に達したときは、その旨を当該河川の水位を示して

      関係水防管理者及び水防本部長に通知するとともに、確実を期すため、着信確

      認を行うものとする。

        水防本部長は、水防区本部長から水位到達情報の通知を受けたときは、必要

      に応じて報道機関の協力を求めて、一般に周知させるものとする。

 氾濫が発生したとき

種    類 発      表     基      準

氾濫注意情報
（警戒レベル２相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）（警戒レベル２相当水位）
に到達したとき

氾濫警戒情報
（警戒レベル３相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が避難判断水位（警戒レベル３相当水位）に到達した
とき

氾濫危険情報
（警戒レベル４相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（警戒レベル４
相当水位）に到達したとき

氾濫発生情報
（警戒レベル５相当情

報[洪水]）

「水防計画作成の
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修正理由現　　行 新　（令和４年度修正）

　　　①　通知する情報の種類、基本的な発表基準は、次のとおり。

      ②　水防区本部長が水位到達情報の通知を行う河川（水位周知河川）と実施区

　　　　間は、資料編【Ⅲ-７-①】のとおり。

　　　③　水位到達情報の通知の対象となる基準水位観測所及び設定水位は、資料編

　　　　【Ⅲ-７-②】のとおり。

      ④  伝達系統図及び水位到達情報の通知文例は、資料編【Ⅲ-７-④、⑤】の

　　　　　　とおり。

第 ２ 節    水 防 警 報 第 ３ 節    水 防 警 報

  (１)  国土交通大臣が行う発表する水防警報   (１)  国土交通大臣が行う水防警報

　　　　水防本部長は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(追記) 　　　　水防本部長は、法第１６条に基づき国土交通大臣が指定した河川について、

　　　国土交通大臣から水防警報の通知を受けたときは、直ちに関係水防区本部長及 　　　国土交通大臣から水防警報の通知を受けたときは、直ちに関係水防区本部長及

　　　び関係水防管理者に通報するとともに、確実を期すため、着信確認を行うもの 　　　び関係水防管理者に通知するとともに、確実を期すため、着信確認を行うもの

      とする。       とする。

（略） （略）

 (新規） ※地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。

  (２)  知事が発表する水防警報及び水位情報等   (２)  知事が行う水防警報

　　　　水防警報発令者（水防区本部長）は、　　　　　　　　　　　　　（追記） 　　　　　　　　　　　　水防区本部長は、法第１６条に基づき知事が指定した河川

　　　について、水防警報を発令したときは、直ちに、その警報事項を関係水防管理 　　　について、水防警報を　　したときは、直ちに　　　　　　　　関係水防管理

　　　者へ通知するとともに、県水防本部　へ通報するものとする。なお、確実を期 　　　者へ通知するとともに、　水防本部長へ通知するものとする。なお、確実を期

　　　すため、着信確認を行うものとする。 　　　すため、着信確認を行うものとする。

（略） （略）

氾濫危険情報
（警戒レベル４相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）（警戒レベル４
相当水位）に到達したとき

氾濫発生情報
（警戒レベル５相当情

報[洪水]）
 氾濫が発生したとき

種    類 発      表     基      準

氾濫注意情報
（警戒レベル２相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が氾濫注意水位（警戒水位）（警戒レベル２相当水位）
に到達したとき

氾濫警戒情報
（警戒レベル３相当情

報[洪水]）

 基準地点の水位が避難判断水位（警戒レベル３相当水位）に到達した
とき
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修正理由現　　行 新　（令和４年度修正）

 (新規） ※地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じ次のとおりとする。

（略） （略）

第 14 章       浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止 第 14 章       浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止

のための措置 のための措置

（新規）   (１)  国土交通大臣及び都道府県知事は、河川が氾濫した場合に浸水が想定される

      区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定さ

      れる水深を公表するとともに、関係市町村長に通知するものとする。

　　　　洪水浸水想定区域の指定、公表状況及び関係市町村は資料編【Ⅲ-15】のと

　　　おりである。

  (１)  市町村防災会議は、洪水予報河川、水位周知河川について、浸水想定区域   (２)  市町村防災会議は、　　　　　　　（削除）　　　　　　　浸水想定区域

（略） （略）

  (２)  水防法第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地   (３)  水防法第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地

（略） （略）

  (３)  水防法第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地を   (４)  水防法第１５条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地を

      定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めると       定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めると

      ころにより、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の       ころにより、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の

    　確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成　　　（追記）     　確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成し、これを市町

　　　　　　　　するとともに、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ 　　　村長に報告するとともに、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時の円滑かつ

  　  迅速な避難の確保のための訓練を実施するほか、自衛水防組織を置くよう努め   　  迅速な避難の確保のための訓練を実施し、その結果を市町村長に報告するもの

      るものとする。 　　  とする。

　 　　　　さらに、自衛水防組織を置くよう努めるものとする。

  (４)  水防法第15 条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地を   (５)  水防法第15 条第１項の規定により市町村地域防災計画に名称及び所在地を

（略） （略）

解 除

待 機

　地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、水防団待機水位、氾濫注意水位等にと
らわれず、現地状況により判断し、水防警報を発表する。

準 備

出 動

警 戒

厳 重
警 戒

水防法の改正に伴
う修正
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